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■ 調 査 要 領 ■ ■ 調査対象と回答状況 ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

1．調査対象 

当金庫営業エリア内の取引先中小企業 120社 

2．調査時期・期間 

調査時期 : 2021年 3 月 1日～5日 

調査期間 : 今期実績   2021年 1月～3月 

来期見通 し 2021年 4月～6月 

3．調査方法 

当金庫職員による訪問聞き取り調査 

4．分析方法 

ＤＩを中心に分析 

5．特別調査 

  「新型コロナ感染拡大長期化の影響と新常態（ニューノーマル）への対応について」 

 

 

 

 

 

 

 
※本レポートは、標記時点における情報提供を目的としています。また、 

掲載資料は、正確性・完全性を保証するものではございません。 

 
 

業 種 企 業 数 回 答 数 回 答 率 

製 造 業 29 28 96.5％ 

卸 売 業 15 15 100.0％ 

小 売 業 15 14 93.3％ 

サービス業 27 27 100.0％ 

建 設 業 24 24 100.0％ 

不動産業 10 8 80.0％ 

合 計 120 116 96.6％ 

業  種 前 期 
今 期 実 績 来期見通し 

良い 悪い DI 良い 悪い DI 

総 合 ▲45.7 12.0 51.7 ▲39.7 11.2 48.2 ▲37.0 

製 造 業 ▲53.6 7.1 53.5 ▲46.4 14.2 57.1 ▲42.9 

卸 売 業 ▲53.4 6.6 53.3  ▲46.7 13.3 33.3 ▲20.0 

小 売 業 ▲35.7 14.2 50.0 ▲35.8 21.4 50.0 ▲28.6 

サービス業 ▲51.8 11.1 77.7 ▲66.6 7.4 77.7 ▲70.3 

建 設 業 ▲25.0 20.8 20.8 0.0 4.1 25.0 ▲20.9 

不動産業 ▲62.5 12.5 50.0 ▲37.5 12.5 12.5 0.0 

31 以上 11～30 10～▲10 ▲11～▲30 ▲ 31以下 

     

業 種 前 期 今 期 見通し 

総 合 
   

製 造 業 
   

卸 売 業 
   

小 売 業 
   

サービス業 
   

建 設 業 
   

不動産業 
   

業 種 別 景 気 天 気 図 業 況 判 断 ＤＩ 

２０２１.１～３月期 No.０５３ 

  

 

※ ＤＩ（Diffusion Index）とは 

各質問事項で「良い（増加）」とした企業割合－「悪い（減少）」とした企業割合の構成比との差（判断 DI）による分析です。

例えば、回答が以下のような場合の DI の算出方法は、次のとおりです。 

（例）「良い・やや良い」の回答が 50％、「変わらず」の回答が 30％、「悪い・やや悪い」の回答が 20％の場合 

 DI は 50｢良い・やや良い｣－20｢悪い・やや悪い｣ ＝ ＋30となります。DI 値が高いほど景気が良いことを示しています。 

※回答数：国中地区 65 社、東部地区 33 社、 
相模原市周辺地区 18 社 

2021.4.15 発行 



■ 業況・売上・収益ＤＩの時系列推移  

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 20.1～3 20.4～6 20.7～9 20.10～12 21.1～3 21.4～6 見通し 

業 況 Ｄ Ｉ ▲28.1 ▲58.6 ▲56.0 ▲45.7 ▲39.7 ▲37.0 

売 上 Ｄ Ｉ ▲43.8 ▲56.9 ▲22.4 ▲10.5 ▲28.5 ▲5.1 

収 益 Ｄ Ｉ ▲39.9 ▲60.4 ▲26.7 ▲11.2 ▲23.2 ▲4.3 

概 況 

今期（1～3月）のＤＩをみると、業況判断ＤＩ（「良い」－「悪い」）は、前期（10～12月）の▲45.7

から▲39.7 と 6.0 ポイント改善（前年同期比 11.6 ポイント悪化）となりました。売上判断ＤＩ（「増

加」－「減少」）は、▲10.5 から▲28.5と同 18.0ポイント悪化（前年同期比 15.3ポイント改善）、収

益判断ＤＩ（「増加」－「減少」）は▲11.2から▲23.2と同 12.0ポイント悪化（前年同期比 16.7ポイ

ント改善）となりました。 

業況ＤＩについては、小売業・サービス業が前期比で悪化した一方で、製造業・卸売業・建設業・

不動産業は改善しております。 

売上ＤＩ・収益ＤＩについては、製造業・卸売業・小売業・サービス業が前期比で悪化した一方で、

建設業・不動産業は改善しております。 

全業種総合の来期見通し(4～6月)をみると、業況ＤＩは▲39.7から▲37.0 と今期実績比 2.7ポイン

ト改善の見通しです。また、売上ＤＩは▲28.5から▲5.1と同 23.4ポイントの改善、収益ＤＩは▲23.2

から▲4.3 と同 18.9 ポイント改善の見通しとなっております。業種別の来期見通しでは、製造業・卸

売業・小売業ですべてのＤＩが改善の見通しとなっております。 

＜業況・売上・収益＞ 
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（ＤＩ） 

 

収益ＤＩ 

売上ＤＩ 

業況ＤＩ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 20.1～3 20.4～6 20.7～9 20.10～12 21.1～3 21.4～6見通し 

資 金 繰 り Ｄ Ｉ ▲19.3 ▲30.1 ▲17.2 ▲20.7 ▲14.7 ▲12.1 

 20.1～3 20.4～6 20.7～9 20.10～12 21.1～3 21.4～6見通し 

設備投資実施割合 35.0％ 31.0％ 32.7％ 29.3％  35.3％ 28.4％ 

借 入 実 施 割 合 33.9％ 62.9％ 61.7％ 39.6％ 43.4％ 31.3％ 
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不動産業を除いた設備投資実施企業割合は 29.3％から 35.3％と、前期比 6.0 ポイント上昇してい

ます（前年同期比 0.3 ポイント上昇）。また、来期の設備投資実施予定企業割合は 28.4％と今期実績

比 6.9ポイントの低下が見込まれています。 

全業種総合の借入実施企業割合は 39.6％から 43.4％と、前期比 3.8 ポイント上昇しています（前

年同期比 9.5ポイント上昇）。また、来期の借入実施企業割合は 31.3％と今期実績比 12.1ポイントの

低下が見込まれています。 

資金繰りＤＩ（「楽」－「苦しい」）は前期（10～12 月）の▲20.7 から▲14.7 と 6.0 ポイントの改

善となりました（前年同期比 4.6ポイント改善）。 

また、来期の資金繰りＤＩは▲12.1と、今期実績比 2.6ポイント改善の見通しとなっております。 

＜資金繰り＞ 

＜設備投資・借入動向＞ 

■ 資金繰りＤＩの時系列推移 

■ 設備投資・借入実施動向の時系列推移  

（単位：％） 

借入実施割合 
 
 

（ＤＩ） 

 

資金繰り DI 

設備投資実施割合 



 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今期】 

売上ＤＩ・収益ＤＩは、前期（10～12月）比で悪化となっ

た一方で、業況ＤＩ・資金繰りＤＩは改善となりました。

前年同期比では業況ＤＩを除き、改善しております。 
 

【来期】 

資金繰りＤＩを除き、今期実績比で改善の見通しとなって

おります。 

【製造業】 

■主要ＤＩの推移 
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■当面の重点経営施策 

 

■経営上の問題点 
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新製品・技術の開発

経費の削減

販路拡大

 
前年 
同期 

前期 今期 来期 

業 況 ▲23.3 ▲53.6 ▲46.4 ▲42.9 

売 上 ▲46.7 21.5 ▲32.2 7.1 

収 益 ▲53.3 14.2 ▲10.7 10.7 

資 金 繰 り ▲16.6 ▲28.6 ▲10.8 ▲25.0 

 

【調査員のコメント】 

○巣ごもり需要の高まりにより売上高は増加傾向であり、今後は既存商品の単価交渉や新商品開発に取

り組んでいく（菓子製造） 

○新型コロナウイルスの影響により、メイン事業である鉄道関係の業務で受注が減少している（精密機械） 

〇売上高については例年並みに推移しているが、原材料の高騰により収益は減少している（板金加工） 

 

（単位：％） （単位：％） 



 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今期】 

売上ＤＩ・収益ＤＩは、前期（10～12月）比で悪化となっ

た一方で、業況ＤＩ・資金繰りＤＩは改善となりました。

前年同期比では売上ＤＩ・収益ＤＩで改善しております。 
 

【来期】 

すべてのＤＩについて、今期実績比で改善の見通しとなっ

ております。売上ＤＩについては、同比 53.4 ポイントの

改善を見込んでおります。 

【卸売業】 

■主要ＤＩの推移 
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業況 売上 収益 資金繰り

■当面の重点経営施策 

 

■経営上の問題点 
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33.3

60.0

0.0 20.0 40.0 60.0

取引先の減少

同業者間の競争の激化

売上の停滞・減少

26.7

33.3

60.0

0.0 20.0 40.0 60.0

情報力の強化

経費の削減
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前年 
同期 

前期 今期 来期 

業 況 ▲33.3 ▲53.4 ▲46.7 ▲20.0 

売 上 ▲66.6 ▲6.7 ▲53.4 0.0 

収 益 ▲40.0 ▲6.6 ▲26.7 ▲6.7 

資 金 繰 り ▲20.0 ▲26.6 ▲20.0 ▲13.3 

 

【調査員のコメント】 

○ＳＮＳを利用した商品の販売に注力していく（石鹸材料） 

○インターネットショッピングの利用がコロナ禍で増加しており、売上が増加傾向にある（生活雑貨） 

〇自宅時間が増え、外食をする人が少なくなったこともあり、売上が増加傾向にある（乾物） 

〇新型コロナウイルスの影響により売上が減少し、今後ネット販売を検討していく（食品調味料） 

 

（単位：％） （単位：％） 



 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今期】 

資金繰りＤＩを除き、前期（10～12月）比で悪化となりま

した。前年同期比では売上ＤＩ・収益ＤＩで悪化した一方

で、業況ＤＩ・資金繰りＤＩで改善しております。 
 

【来期】 

すべてのＤＩについて、今期実績比で改善の見通しとなっ

ております。 

【小売業】 

■主要ＤＩの推移 

■当面の重点経営施策 

 

■経営上の問題点 

 

21.4

21.4

50.0

0.0 20.0 40.0 60.0

問題なし

商圏人口の減少

売上の停滞・減少

21.4

28.6

42.9

0.0 20.0 40.0 60.0

売れ筋商品を取扱う
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前年 
同期 

前期 今期 来期 

業 況 ▲38.5 ▲35.7 ▲35.8 ▲28.6 

売 上 ▲30.8 ▲21.5 ▲35.8 ▲28.6 

収 益 ▲30.8 ▲21.5 ▲35.8 ▲14.3 

資 金 繰 り ▲23.1 ▲21.5 ▲7.1 ▲7.1 

 

【調査員のコメント】 

○各種イベントの中止で経費節減が図られているものの、収益は厳しい状況である（自動車販売・

整備） 

○灯油販売により売上は好調に推移しているものの、ガソリンの仕入れ値が上がっていることから販

売価格の見直しを図っていく（ガソリン・灯油） 

〇新型コロナウイルスの影響はあったものの、現在業況は安定し、増収増益傾向にある（貴金属） 

 

（単位：％） （単位：％） 
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業況 売上 収益 資金繰り



 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今期】 

すべてのＤＩで、前期（10～12月）比で悪化となりました。 
 

【来期】 

業況ＤＩを除き、今期実績比で改善の見通しとなっており

ます。売上ＤＩ・収益ＤＩについては、同比 62.9 ポイン

トの改善を見込んでおります。 

【サービス業】 

■主要ＤＩの推移 

■当面の重点経営施策 

 

■経営上の問題点 
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0.0 20.0 40.0 60.0

人手不足

利幅の縮小

売上の停滞・減少

25.9
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販路拡大

経費の削減

 
前年 
同期 

前期 今期 来期 

業 況 ▲37.0 ▲51.8 ▲66.6 ▲70.3 

売 上 ▲59.2 ▲11.1 ▲55.5 7.4 

収 益 ▲51.8 ▲18.5 ▲59.2 3.7 

資 金 繰 り ▲33.3 ▲29.6 ▲33.3 ▲7.4 

 

【調査員のコメント】 

〇飲食店向けの配送は減少したものの、医薬品の配送が増加したことにより売上は堅調に推移して

いる（運送） 

○大人数の宴会や婚礼等のイベントが未だ自粛傾向にあり、業況は厳しい状況である（ホテル） 

〇レジャー事業については前年より売上は減少しているものの、ゴルフ事業については売上が前年

程度に回復してきている（ゴルフ場・レジャー） 

（単位：％） （単位：％） 
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業況 売上 収益 資金繰り



 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今期】 

業況ＤＩ・売上ＤＩ・収益ＤＩは、前期（10～12月）比で

改善し、資金繰りＤＩは同比横ばいとなりました。前年同

期比では収益ＤＩを除き改善しております。 
 

【来期】 

資金繰りＤＩを除き、今期実績比で悪化の見通しとなって

おります。 

【建設業】 

■主要ＤＩの推移 
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■当面の重点経営施策 

 

■経営上の問題点 
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技術力の強化

 
前年 
同期 

前期 今期 来期 

業 況 ▲8.7 ▲25.0 0.0 ▲20.9 

売 上 ▲13.0 ▲43.5 0.0 ▲29.2 

収 益 ▲9.1 ▲29.2 ▲12.5 ▲29.2 

資 金 繰 り ▲4.4 ▲4.2 ▲4.2 ▲4.2 

 

【調査員のコメント】 

○売上高については、ローコスト住宅の需要があり大きく増減はしていない。また、コロナ禍におい

てデジタル化等の対応が進まず、専門の人材確保の必要性を感じている（建築） 

〇新型コロナウイルスの影響により中断していた仕事が進みはじめ、10～12月に比べ受注も増加して

きている（電気工事） 

（単位：％） （単位：％） 



 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

【今期】 

資金繰りＤＩを除き、前期（10～12月）比で改善となりま

した。前年同期比ではすべてのＤＩで改善しております。 
 

【来期】 

業況ＤＩを除き、今期実績比で悪化の見通しとなっており

ます。 

【不動産業】 

■主要ＤＩの推移 
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■当面の重点経営施策 

 

■経営上の問題点 
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前年 
同期 

前期 今期 来期 

業 況 ▲50.0 ▲62.5 ▲37.5 0.0 

売 上 ▲50.0 ▲12.5 50.0 12.5 

収 益 ▲50.0 ▲12.5 50.0 12.5 

資 金 繰 り ▲16.7 0.0 0.0 ▲12.5 

 

【調査員のコメント】 

○春先にかけて若年層の賃貸契約は例年並みに増加している。新規顧客の取り込みのためにもホーム

ページやＳＮＳ、賃貸情報冊子の発行等、広告宣伝に力を入れている（不動産販売、賃貸業） 

〇前年の 7～9月頃は不動産の動きが鈍く売上が減少していたが、現在は売買の動きがでてきている。

商品物件の不足が今後の課題となっている。（不動産販売） 

 

（単位：％） （単位：％） 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今期については、すべての地区で売上ＤＩ・収益ＤＩが前期（10～12月）比で悪化となりました。

山梨県国中地区・東部富士五湖地区では、業況ＤＩが同比改善しております。また、前年同期比で

は、すべての地区で売上ＤＩが改善しております。 
 

来期の見通しについては、山梨県国中地区の業況ＤＩは今期実績比で悪化の見通しの一方で、売

上ＤＩ・収益ＤＩは全ての地区で改善の見通しとなっております。 

＜地区別ＤＩの状況＞ 

▲ 80.0

▲ 60.0

▲ 40.0

▲ 20.0

0.0

20.0

40.0

20.1～3 20.4～6 20.7～9 20.10～12 21.1～3 21.4～6（見通し）
業況 売上 収益

【 山梨県国中地区ＤＩの推移 】 

 

【 東部富士五湖地区ＤＩの推移 】 
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【 相模原周辺地区ＤＩの推移 】 

 



＜業況ＤＩの 5 年間の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【総合ＤＩの推移】 

【山梨県国中地区ＤＩの推移】 

【相模原地区ＤＩの推移】 

【東部富士五湖地区ＤＩの推移】 

 

 

 

 



特別調査   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆貴社における今期（1～3 月）の売上は、新型コロナウイルスの影響がなかった例年の 
1～3 月と比較して、どの程度変化しましたか。 

今期（1～3月）の売上は、新型コロナウイルスの影響がなかった例年の 1～3 月の売上と比較して、「減少」

と回答した企業は全体の 59.6％となりました。（「変化なし」31.5％、「増加」8.7％） 

「減少」と回答した業種のうち、もっとも回答の割合が高い業種は小売業（71.4％）、次いでサービス業

（70.3％）となりました。緊急事態宣言や営業活動の自粛等により売上が減少し、新型コロナウイルスの影

響を大きく受けた業種であることが窺えます。 

◆経済社会全体が新常態（ニューノーマル）へ移行していくなかで、貴社では、事業継
続上の不安、心配、懸念はありますか。（複数回答） 

事業継続上の不安、心配、懸念すること

16

1

6

9

16

23

18

25

39

61

0 20 40 60

不安、心配、懸念はない

その他

事業承継問題への悪影響

事業構造転換の必要性増大

感染拡大防止対策の負荷増大

雇用の確保、維持、継続

デジタル化、オンライン化への対応の遅れ

取引先の経営不安定化

既存事業の需要減少

先行き不透明による計画策定困難化

経済社会全体が新常態（ニューノーマル）へ移行していくなかで、事業継続上もっとも不安や心配、懸

念されることは「先行き不透明による計画策定困難化」が回答企業の 52.5％、次いで「既存事業の需要減

少」が 33.6％となりました。 

(単位：社) 

(回答企業：114社) 

(回答企業：116社) 

今期（1～3月）と例年の1～3月との売上の
変化

0

10

36

41

10

8

6

3

0 10 20 30 40

30%以上の増加

10％以上30％未満の増加

ほぼ変化なし（10％未満の増減）

10％以上30％未満の減少

30％以上50％未満の減少

50％以上70％未満の減少

70％以上90％未満の減少

90％以上の減少

（単位：社） 

「新型コロナ感染拡大長期化の影響と新常態（ニューノーマル）への対応について」 

 

減少：68社 
変化なし 

：36社 

増加：10社 

＜例年と比較した売上の推移＞ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆新常態（ニューノーマル）へ向けて、ＩＴ人材はどのような状況ですか。また、どの
ような効果を挙げていますか。 

◆貴社では、新常態（ニューノーマル）へ向けて、どのような設備投資の意向があります

か。また、足下のコロナ禍は設備投資のスケジュールに影響を及ぼしていますか。 

新常態（ニューノーマル）へ向けて、ＩＴ人材の状況については「足りていない」が全体の 48.6％ともっ

とも多く、次いで「人材の必要性を感じていない」が 28.6％、「足りている」22.6％となりました。 

「足りていない」と回答した企業の対応方法としては、「内部育成で対応」（62.5％）、「外部業者に委託」

（19.6％）、「外部人材採用」（17.8％）となっています。 

ＩＴ活用の効果としては、「効率化による経費節減」がもっとも多く全体の 39.1％となりました。また、「Ｉ

Ｔ活用には取り組んでいない」と回答した割合の高い業種は卸売業で 53.3％でした。 

(回答企業：115社) 

IT活用の効果

40

6

16

45

8

0 10 20 30 40 50

ＩＴ活用には取り組んでいない

 ＩＴ活用には取り組んだが

顧客利便性の向上

効率化による経費節減

売上の上昇

(回答企業：114社) 

(単位：社) 

(単位：社) 

設備投資の意向

57

24

7

19

7

0 10 20 30 40 50 60

設備投資の意向はない

合理化・省力化・ＩＴ化

生産・販売能力増強

老朽化設備等の更新

新製品・新サービス

設備投資のスケジュールへの影響

65

7

13

12

17

0 15 30 45 60

当初から予定はなく、

予定はあったが、

 当初予定はなかったが、

計画を後ろ倒しして実施

当初予定通り実施

 新常態（ニューノーマル）へ向けて、設備投資の意向については「設備投資の意向はない」が全体の 50.0％

ともっとも多く、次いで「合理化・省電力化・ＩＴ化」が 21.0％となりました。 

 コロナ禍における設備投資のスケジュールへの影響については「当初から予定はなく、設備投資はしない」

が全体の 57.0％となりました。 

 設備投資を実施（「当初予定通り実施」、「計画を後ろ倒しして実施」、「当初予定はなかったが、補助金等の

活用により実施」）した 42社のうち、割合については、製造業（26.1％）、サービス業（21.4％）、建設業（21.4％）

となっております。 

足りていない 

：56社 

足りている 

：26社 

人材の必要性 

を感じていない 

：33社 

＜ＩＴ人材の状況＞ 

効果が出ていない 

進出対応 

補助金等の活用により実施 

中止・凍結した 

設備投資はしない 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の実施・検討する事業展開については、「本業での国内取引先深耕（生産・販売・調達等）」が全体の

45.2％ともっとも多く、次いで「特にない」が 34.7％、「本業での新商品・サービスの展開」が 33.0％とな

りました。 

「本業での国内取引先深耕（生産・販売・調達等）」と回答した割合の高い業種は、製造業が 66.6％、次

いでサービス業が 44.4％、小売業が 42.9％となりました。また、「特にない」と回答した割合の高い業種は、

小売業が 50.0％、建設業が 45.8％。不動産業が 37.5％となりました。 

◆貴社では、今後どのような事業展開を実施・検討することが想定されますか。 

（複数回答） 

今後の実施・検討する事業展開

40

3

2

1

3

14

6

5

38

52

0 10 20 30 40 50 60

特にない

Ｍ＆Ａの活用等

業種転換

副業（既存の別事業）の縮小

本業の縮小

新規事業への参入（多角化）

副業（既存の別事業）の拡大

本業の海外展開（生産・販売・調達等）

本業での新商品・サービスの展開

本業での国内取引先深耕（生産・販売・調達等）

(回答企業：115社) 

(単位：社) 



 
あなたの、いちばんであるために。 

老朽化した設備を
どれから更新する
べきなのか、どれ
くらい省エネ効果が
あるか知りたい。

設備の更新費用
負担を軽くした
いが、補助金の
ことはよく分か
らない。

省エネには興
味はあるが、
どこから手を
つけていいか
分からない。

特定建設業許可 東京都知事許可 
第 134447 号

一級建築士事務所 東京都知事登
録 第 56128 号

解決します。ESCOが

エネルギーコスト削減

診断のご案内

衛生設備

BCP
対策

設備
施設
建築

給湯

照明
太陽光

蓄電池

非常用発電機

空調

キュービクル

防水

内装

環境省

ポテンシャル診断

診断機関
CO２削減

山梨しんきん と

株式会社 エスコ

【HP】https://www.esco-co.jp/【mail】info@esco-co.jp
0120-60-9444  FAX.03 -5332 -3511

〒169-0074　
東京都新宿区北新宿 2-21-1 新宿フロントタワー 12F



対象先

導入事例

エネルギーコスト 削減診断フロー

お客さんの声

(1) 個人宅を除く全ての施設
(2) 電気使用料金額が月額３万円以上（年額 40 万円程度）の施設
　※月額３万円以下の場合は、ご提案が難しい可能性があります。

病院

ドラックストア

飲食店

工場

老人介護施設

公共施設（学校・保育園等）

自動車販売店

倉庫

ビル

コンビニ

ガゾリンスタンド

クリーニング店

ホテル

マンション

ゴルフ店

スポーツ施設

� 削減効果提案
(無償 ) � 省エネ設備

導入サポート � 補助金の
申請支援 � 効果検証

Copyright 2020 ESCO Corporation. All rights reserved.

20,000 

102,000 
12,000 

8,000 
300,000 

LED 2,069,000 
28,000,000 

95,000 
1,500,000 

139,000 
1,300,000 

3,610,000 
70,000,000 

376,000 

-

CO2
5 8 3

11 1
CO2

6,399,000 

1

サンプル診断報告書

工場
｠( 空調・照明工事に補助金活用の場合）

マンション
｠｠( 電子ブレーカーの場合）

ホテル・旅館
｠｠( 設備運用アドバイス）

導入後　月額 14,651円

年間
276,276円削減！

導入費用 0円
電気・ガス設備の運用
アドバイス・契約切替提案

年間
120万円削減！

導入費用 6,800万円

補助金を活用する事により
導入負担額：3,300万円

初期コスト削減効果
48.5％削減！

▼導入前　月額 37,674円







 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

このたびの中小企業景気動向調査については、お忙しい中、ご協力賜りまして誠にありがとうございま

した。 

今回のＤＩ調査では、総合で売上ＤＩ・収益ＤＩが前期（10～12月）比悪化した一方で、業況ＤＩ・

資金繰りＤＩは改善しました。今期（1～3月）については、1月に発令された緊急事態宣言による小売

業・サービス業への影響が大きく、前期比で業況ＤＩ・売上ＤＩ・収益ＤＩが悪化しましたが、一方で

建設業・不動産業については同比すべてのＤＩが改善しました。建設業については新型コロナウイルス

の影響により停滞していた工事が動き出し、不動産業については 4月からの新年度に向けた人の動きや

不動産売買の動きが徐々に出てきているように見受けられます。 

来期（4～6 月）については、総合ですべてのＤＩで改善を見通しており、緊急事態宣言の解除や大

型連休等により、経済の回復が期待されることがＤＩ値の改善を見通す一つの要因と窺えます。 

特別調査では「新型コロナ感染拡大長期化の影響と新常態（ニューノーマル）への対応について」と

題し調査しました。調査の結果、新型コロナウイルスの影響により調査企業の約 6割が例年と比べ売上

が減少した結果となっております。新型コロナウイルスの影響により売上が落ち込む業種が多い状況で

はありますが、業種転換等を検討する企業は少なく、「本業での国内取引先深耕」に注力していく企業

がもっとも多い結果となりました。 

当金庫は、4月より取引推進部の機能を拡充し、これまで以上に本部と営業店の連携を図り、コロナ

禍における資金繰り支援や本業支援等に積極的に取組んでまいります。また、各種補助金に関する情報

提供や外部専門家と連携した支援、マッチング情報の提供等を積極的に行ってまいります。引き続き営

業店や担当者までご相談ください。 

編 集 後 記 


